










（対象地域）において、（○○の活動結果）により、（対象
グループ）が（ｘｘｘ）になる。

筑後川関係地域において、外国人等の子どもの日本語能力が向上
し、学習や様々な体験プログラムに臨めるようになり、希望する進
学や就職を選択できるようになっている

①日本語教育の仕組みができているか
②外国人等の子どもに合った学習や体験プロ
グラムの仕組みができているか
③外国人等の子どもに合ったキャリア（進
路・就職）についての支援ができているか

①地域において日本語教室などの取り組みは
あるが仕組み化はできていない
②外国人等の子どもに学習や体験プログラム
を提供できる団体が少ない
③外国人等の子どもにキャリアついての支援
ができる団体は少ない

①日本語教育が仕組み化され、外国人等の子
どもの日本語能力が向上している
②在籍する子どもの8割以上に学習支援、体験
プログラムが提供できている
③在籍する子どもの8割以上にキャリアについ
ての支援ができている

2025年3月

筑後川関係地域において、FS等の民間教育施設や外国人等の子ど
もの居場所を運営する団体が自ら組織基盤強化を図り、持続可能な
事業運営ができることにより、多様な学びの場を選択することがで
きる。

①団体を運営するための人材が十分であるか
②組織評価・診断を受け、組織基盤強化のた
めの計画が立案できているか
③ファンドレイジングの仕組みを強化できて
いるか

①団体を運営するためのスタッフは不足して
おり、その専門性も十分ではない
②組織評価・診断を受けている団体は非常に
少ない
③FS等や外国人等の子どもの居場所を運営す
る団体は資金的な困難さを抱えている

①団体を運営するための人材が十分である
（スタッフへの調査により充足度を評価）
②組織評価・診断を受け、組織基盤強化のた
めの計画を立案し、実行している
③助成金等がなくとも事業運営できる財務体
制になっている

2025年3月

筑後川関係地域において、学びの場で子ども一人一人に合った学習
支援や体験プログラムが確立することにより、子どもが希望する進
学や就職を選択できるようになっている

①子どもの多様なニーズに合った学習支援の
仕組みができているか
②子どもの多様なニーズに合った体験プログ
ラムの仕組みができているか
③在籍する子どもの学力、卒業生の進学・就
職などについての実績

①子どもの多様なニーズに対応できる人材が
不足しており、十分な支援が実施できていな
い
②①と同様
③FS等に通う子どもの学力、進路についての
先行研究等が乏しく実態の把握が難しいた
め、本事業にて実態調査を行う

①在籍する子どもの8割以上にニーズに合わせ
た学習支援が提供できている
②在籍する子どもの8割以上にニーズに合わせ
た体験プログラムが提供できている
③学力、進路等についての調査を実施し、数
値目標を設定する。

2025年3月

筑後川関係地域において、国籍、文化、言語の違いに関わらず受け
入れられる居場所があることにより、外国人等の子どもが地域社会
の一員となることができる

①多様な国籍、言語を持つ子どもに対して個
別的なケアとサポートができているか
②地域社会の多文化共生についての理解が向
上しているか
③居場所を利用する子どもとその家族の数

①外国人等の子どもに個別的に対応できる居
場所はほとんどない
②筑後川関係地域において多文化共生への理
解、認知は進んでいない
③外国人等の子どもに対する調査が乏しく実
態把握が難しいため、本事業にて調査を行う

①子どもに個別的なケアとサポートがなさ
れ、その記録がデータベース化されている
②筑後川関係地域において多文化共生につい
ての研修、イベントが定期的に開催される
③子ども200人とその家族200世帯が利用する

2025年3月

(5)短期アウトカム(資金支援) 指標 初期値/初期状態 目標値/目標状態 目標達成時期
筑後川関係地域において、FS等の民間教育施設が持続的に運営さ
れ学びの選択肢が増えることにより、学校に合わない子どもが学校
以外の学びの場にも自分に合った居場所を持つことができる

①在籍している子どもに個別的なケアとサ
ポートができているか
②居場所に通うための奨学金制度等の資金的
援助ができているか
③居場所を利用する子どもとその家族の数

①人材の不足により子どもに個別的な対応が
難しい状態である
②FS等について奨学金制度等の資金的援助の
仕組みはない
③団体によって違いがあるが、比較的大きい
FSでは年間80名ほどの子どもが在籍している

①子どもに個別的なケアとサポートがなさ
れ、その記録がデータベース化されている
②100人の子どもにFS等に通うための奨学金
を付与する
③子ども500人とその家族500世帯が利用する

2025年3月


















